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環境経済・政策学会

1．はじめに

2012年の環境経済・政策学会の年次大会は，
9月 15-16 日に東北大学川内キャンパス（仙
台）で開催された．研究報告・議論を行う通
常の分科会に加えて，例年通り優れた研究を
表彰する「学会賞」の発表及び受賞者の講演，
学会員以外の方も参加可能な公開シンポジウ
ムも行われ，更に東日本大震災の被災地とい
うこともあり，学会前日の 14 日に甚大な津
波被害に見舞われた東松島市の視察も実施さ
れた．
なお余談であるが，今回の大会では仙台で
の宿泊先の確保が非常に困難で，福島や山形
に宿をとった参加者も多数存在した．これは
仙台が震災復興需要の「基地」となっており，
多数の関係者の滞在が継続的に行われている
こと，別の大規模な学会があったことに加え
て，人気有名アーティストのコンサートがあ
ったことが理由のようである．

2．分科会概要

大会のプログラム（分科会）以下の表の通
りである．非常に多くの環境問題に関する分
析をカバーしているが，東日本大震災から間
もないこともあってか，特に原発事故，再生
可能エネルギー，そして気候変動に関するセ
ッションが多い．
筆者は，15 日午前の企画セッション「環
境政策史」に討論者として，また 16 日午前
の企画セッション「原子力災害の現実と関連
する制度」に報告者＆討論者として参加し，
それ以外の時間は興味のある報告を聞くため
に様々なセッションに顔を出した．ここでは，

フルで参加した 2つのセッションを中心に紹
介する．
「環境政策史」とは，環境政策が歴史的な
流れの中で形成され，発展してきたことを重
視し，歴史的な視点から環境政策を特徴づけ
ようというアプローチである．企画セッショ
ン「環境政策史」は，上記アプローチのサー
ベイ及び研究戦略としての意義についての報
告 1つと，同アプローチに基づく事例研究 2
本から構成されていた（喜多川進（山梨大学）
「研究戦略としての環境政策史」，瀬戸口明久
（大阪市立大学）「日本における鳥獣保護政策
の成立－境界オブジェクトとしての野生生
物」，辻信一（名古屋大学）「化学物質管理政
策の転換点－危険防御からリスク配慮へ：化
審法の昭和 61 年改正の意義」）．環境問題解
決のための手段としての環境政策の研究に
は，社会科学の分野だけでも経済学，法学，
政治学，社会学などの各分野の研究者が参入
している．研究が進むにつれ，各分野の精緻
化が進むのは避けられず，それはある意味で
必要なことである．しかし，現実の環境問題
は個別分野ごとに発生するわけではないの
で，問題解決のためには各分野の連携が必要
となる．そもそも，環境経済・政策学会の設
立の目的の 1つに，学会設立趣意書で述べら
れているように，「個別の学問の垣根を超え
て問題意識の重なりあいを基礎に置く共同研
究等を活発化」させることがあった．環境政
策が歴史的な流れの中でどのように成立・発
展してきたかを考察することを通じて，分化
して発展してきた環境経済学，環境法学，環
境政治学，環境社会学等を架橋し得る「環境
政策史」というアプローチは，討論者として
参加したものの手前味噌になるかもしれない
が，環境経済・政策学会の設立目的を体現し
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ていると言えるのではないだろうか．実際，
報告者のバックグラウンドは，経済学，技術
史，（実務経験のある）政策史と，文字通り
学際的なものであった．
筆者が参加したもう 1つの企画セッション

「原子力災害の現実と被害の把握」は，東日
本大震災による福島第一原発の事故を受け，
原子力災害をめぐる制度とそれが事故の発生
および損害の状況に与えた影響，および発生
した損害の把握の方法や，実際に発生した損
害の特徴，その意味について総合的・有機的
に議論を行うことを目的としたものである
（大森正之（明治大学）「原子力事故に対する
減災政策の陥穽－オフサイトの社会的減災費

用のジレンマ」，寺尾忠能（アジア経済研究所）
「原子力災害対策の制度分析－原子力損害賠
償法を中心に」，伊藤康（千葉商科大学）「原
発事故と地域コミュニティの価値」，松野祐
（明治大学）「福島第一原発事故の損害の把
握」）．原発事故による被害の全体像は，現状
においても十分に把握されているとは言えな
い以上，ファクト・ファインディングから始
めざるを得ない．しかし補償については，何
が対象になるのかが既に決まりつつある．何
を被害と考えるかによって，被災者に対する
賠償・補償のあり方が変わり，彼らの生活再
建に大きな影響を与え得る．現在進行形の問
題であるからこそ，論点整理の段階にとどま



－ 121 －

環境経済・政策学会

っていたとしてもアカデミズムから問題提起
をし，議論を重ねていくことは極めて重要で
あろう．また，現在の制度や意思決定は，た
とえ不合理な面があったとしても，過去の制
度・意思決定に大きく左右される経路依存性
をもつので，歴史的にどのような議論が行わ
れ，制度が変遷してきたかを理解することも
重要である．原発事故というタイムリーな話
題ということもあってか，多くの聴衆があり，
質疑も活発に行われた．
上記 2つのセッションは，通常の経済学系
の学会では少数派のタイプの報告が中心であ
ったが，他のセッションでは，オーソドック
スな理論分析の分析や計量経済学的な分析も
数多く行われていた．筆者は，アプローチの
多様性がこの学会の魅力の1つと考えている．

3．分科会以外の企画

学会前日の 14 日は，甚大な津波被害を受
けた東松島視察が行われた．時間的な制約も
あり，チャーターされたバスの中から被災地
をみるということが中心であったが，東松島
市の職員の方から被害の状況や現状，復興へ
の障害などに関する具体的な説明を聞くこと
ができ，非常に有益であった．個人的に，既
に何回か色々な被災地を訪問してきたが，被
害のすさまじさには「慣れる」ということが
ない．そして，震災から 1年半経っても津波
の傷痕が残る現状に改めて圧倒された．改め
てほんのわずかでも（研究者として，そして
一人の人間として）自分に何かできることは
ないかと考えさせられた．
学会賞（学術賞）は，馬奈木俊介氏（東北
大学）の Technology, Natural Resources 
and Economic Growth: Improving the 
Environment for a Greener Future, Edward 
Elgar, 2011.と，笹尾俊明氏（岩手大学）の『廃
棄物処理の経済分析』勁草書房，2011 年 .の
2冊が選ばれた．どちらも非常に重厚な定量
分析であり，まさに受賞にふさわしいと言え
るだろう．また，長年の環境経済学・政策へ
の貢献に対して，大阪市立大学名誉教授の宮
本憲一氏に特別賞が贈られた．宮本先生は受

賞講演の中で，現実の問題を解決する学問，
被害者へ寄り添うことの重要性を改めて強調
された．これは環境問題に関わる学問に携わ
る研究者は，決して忘れてはならない言葉で
あろう．また，80 歳を超えられた今でも，
単著を複数執筆・構想中であるとも述べられ
た．研究に対する情熱に改めて刺激をうけた
研究者は少なくないものと思う．
15 日午後は，公開シンポジウム「気候変
動に対処するための分野横断的研究を目指し
て：研究分野間の対話の試み」が行われた．
気候変動という共通のテーマについて，根底
にある思想や方法論を明示しながら，経済学・
法学・社会学・国際政治学の各分野間で対話
を行い，それぞれの方法論の特徴に関する理
解を深め，どのような分野横断的な研究が可
能なのかを展望するという試みは，様々な学
問分野の専門家が所属している当学会の強み
を活かしたものと言えるだろう．

4．まとめに代えて

大会前日の被災地視察を含めれば 3日間の
2012 年次大会は，盛況のうちに閉会した．
この学会の最大の特徴は，上述のようにアプ
ローチの多様性にあると思う．設立当初の年
次大会に比べれば，他の経済学分野以外のバ
ックグランドをもつ研究者の参加が減ってき
たように感じるが，これは経済学以外にも，
各専門分野を基礎として環境問題の研究を行
う学会が設立されたことが原因であろう．そ
れでも，文字通りの「学際的研究」が行える
基盤は残されている．また経済学分野におい
ても，理論分析，計量分析，歴史的アプロー
チなど，様々なアプローチが共存している．
最近は歴史的なアプローチに基づいた報告が
減少傾向にあるように感じるが，是非今後も
アプローチに関する多様性を維持し，様々な
立場の研究者が環境問題解決の方策を論じる
場として機能し続けてほしいと思う．筆者も
自分の比較優位を活かした研究発表を行い，
微力ながら努力していきたい．
2013 年の年次大会は，9月に神戸大学で開
催予定である．


